
　　　　　　　　沿整事業の設計積算基準の検討
　　　　　　　　　　　　　　　　調査実施機関各

　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人　水産土木建設技術センター技術普及部　前田英昭

　　　　　　　　　　　　　　　　調査実施年度　平成10年度～平成12年度

1．調査目的

　公共工事の品質確保への取り組みの一環として積算手法の改善が検討されているが、沿岸漁場整備開発

事業についても見直しを進めているところである。

　沿岸漁場整備開発事業関係工事費の算定に当たっては、漁港関係工事などに準じて積算基準が整備さ

れているが、沿整独自工種を全て網羅していないとの指摘もある。特に、魚礁沈設位置測量の計測機器

　にっいては、人工衛星から発射される電波を利用した新たな測位システムとして、GPSの採用頻度が

増えるものと考えられ、従来の電波測距義等の利用による位置測量に関わる経費体系の見直し要請があ

　る。また、浮魚礁製作・設置工事の実施事例が増加しているため、標準的な工事費積算歩掛設定の要請

　が高まっている。

　本調査は、①ＧＰＳ測位機の利用による経費、②浮魚礁製作・設置工事の経費における実態を調査分

析して、適切な積算資料を検討することにより、沿岸漁場整備開発事業の適正な執行に資するものであ

　る。

2．調査方法

　位置測量経費等と浮魚礁製作・設置工事の実態を調査表により収集し、積算資料策定のための集計及

び解析を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　調査フロー

　　　　　　　　調査項目　　・既存資料等により工種別の標準的な施工方法を検討し、施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工実態調査すべき項目を抽出する。
　　　　　　　　　　↓

　　　　　　施工実態調査表の作成　　　・調査項目を基に、施工実態調査表を作成する。

　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　調査表の収集整理　　　・主に調査表への誤記入、内容の不備、異常データー等のチ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ェックを行う。
　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　施工データの作成　　　　・電算インプットするために入力条件等を検討し、施工データシ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ートを作成する。
　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　集計・解析　　・解析に必要な基礎資料を作成する。
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　　　　3．調査結果

　　　　1）沈設位置測量経費の実態鯛査

　　　　　　①平成10，11年度に行った諸経費調査データによる共通仮設費の準備費と技術管理費の合計費用

　　　　　　　と今回の測量業務に係わる費用を比較する限りでは、諸経費データ分布の中に測量業務の費用が含

　　　　　　　まれると判断できる。

　　　　　　　　　　　　　　9，000，000　　　　　　　　．－ ．、　．＿　、．．幽＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　諸経費データ　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　　　　8ρ00ρ00 －一　〇　測量実態調査テ・一タ　 一 一一－『………一

　　　　　　　　　　　　　　7ρ00ρ00 一一一1　　対数（醗費テ㌧タ）　　一」・一一一一一
　　　　　　　　　　　　E　　　　　　　　　11！ 磁塾婦量麹調藪二一91』

　　　　　　　　　　　　）6ρ00，000 一7一一一・一〇 1 一一一　　　　　　　　　　　　旺　　　　　　　　　　　　　　O　　Oo◇　o
　　　　　　　　　　　　撫5ρ00ρ00　一一一…一一 ・一 6一◇… 一［一一一ウー ・・一

　　　　　　　　　　　　墜　　　　　一
．

黛脚＿．　’論即 　　　 ◎．9．．

　　　　　　　　　　　　藝iiiiiiirr・磯1逼瓢縫ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　　　　　　　　　　　　　　一DO◇ 　　　鹸登1 ～ず石’㎜
　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　100ρ00ρ00　　　　　　　200，000，000　　　　　　　300ρ00ρ00

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事請負金額（円）

　　　　　　②「RTK－GPS、電波測距儀」と「D－GPS、GPS」との位置測定機種で、経費の違いが

　　　　　　　明らかである。

　　　　　　　　　　　　　　5『000ρ00　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　一 　．一　 ［［
　、『　　．　　．　　、　一＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口　　　　RTK－GPS，電波測距
　　　　　　　　　　　　　　4－500ρ00　　一　一一一一・…｝一』』’ L 『　　△　　　D－GPs，GPs

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X　　　トランシット，光波測距
　　　　　　　　　　　　　　4ρ00ρ00　　 一 　 一　・・ 一一……　一一

　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対数（請経費デーの
　　　　　　　　　　　　E：350αooo一一一・一一一一一一 一甲剛．対数（RTK煙s，舩鞭）・
　　　　　　　　　　　　旺3ρ。。ρ。。 一＿＿．＿9。。 一　触（卜GP＆醐

　　　　　　　　　　　　諜1：1器端尋隷磁難1豊
　　　　　　　　　　　　劇　　　　　　　　　　　回酔　　・●
　　　　　　　　　　　　冒9　1，500ρ00　　 　 一 　一4』　・…　・一一　　　　一一一…　　　　　一一一 一 一

一…　　

　　　　　　　　　　　　黙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口
　　　　　　　　　　　　　　1ρ00ρ00一…凸　一　 ・且 味 ・一

…一・一・・一・一一

　　　　　　　　　　　　　　5・α……　魁＿㌔愚．一i．i－i．．5＿＿．＿．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　×
　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　100ρ00ρ00　　　　　　　200ρ00，000　　　　　　　300ρ00，000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事請負金額（円）

）
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③位置測定機種の採用状況は、ＧＰＳ関連システムが55．9％で半数以上を占めており、特に、

　D－GPSシステムの単独採用実績が最も高く35．4％である。D－GPSとGPSの単独採

　用実績をあわせると46．2％で、作業船や施工業者の所有比率が高いことが今回の調査で判っ

　た。

　　　　　　　G　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29　　　　　　 9．8q6

　　　　　　　GPS十D－G　　S　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　 1．0覧

　　　　　　　GPS十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　0．3瓢
　　　　　　　GPS曹その　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　1，0、
　　　　　　　GPS＋D－GPS←　ランシ・・　　　　　　　　　　　　1　　　0，3監
　　　　　　　　一GPS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置05　　　35．4階
　　　　　　　D－GPS＋R　K－GPS　　　　　　　　　　　　　　 1　　　0，、
　　　　　　　D一（…PS十　　　 ■　　　　　　　　　　　　　　　　　 3　　　　亀．、
　　　　　　　D－GPS十その　　　　　　　　　　　　　　　　　 4　　　1．、
　　　　　　　D一（｝PS＋　　漠．　＋　ランシッ　　　　　　　　　　1　　　0，3、
　　　　　　　D－GPS十　　　　．　＋その　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　0．3、
　　　　　　　D－GPS十　　　　 ＋ロランC昏その　　　　　　　　 1　　　0．3、
　　　　　　　　TK－GPS　　　　　　　　　　 　　　　　　　　28　　　 9、4腎

　　　　　　　R　　－G）、＋　ランシ聖』　　　　　　　　　　　　　1　　　0，3、
　　　　　　　RTK－GPS十の　　　　　　　　　1　　0，3％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52　　　　　　17，5、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17　　　　　　　5，7、
　　　　　　　　　　　　噛　 ン8一　　　　　　　　　　　　　　　　　　掃　　　　2，7、
　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　1，、

　　　　　　　　ランシ“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24　　　8，1、
　　　　　　　その　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　0，7、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　　　2．4覧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　297　　　　　　100，0、

　　　　　　　　　O－GPS還竃覇動麹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GPS遇窟瑠由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　腔億　　　　　　　箆注爵惇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6覧

　　　　　　　　ロむドおにロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロむドおにじロ

　1　　　　　　　　51覧　　　　　　　　　　　　l　i　　　　　　　　剛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

④電波測距儀システムも採用実績が17．5％でD－GPSシステムの単独採用実績35．4％に

次いで高く、RTK－GPSシステムも9．4％でGPSの9．8％と同程度に採用実績が高い

　比率である。「RTK－GPS、電波測距儀」位置測定システムは、「D－GPS、GPS」位置

　測定システムのように作業船や施工業者の所有比率よりも性能による採用実績の比率が高い。

　　　　　　　　　R7K－GPS還定理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電減澗距儲遭建■由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そのね　　　　　　ロはしロに　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ

　　　　　　　1麟　li澗〉

　　　　　　　　　　　　83魅

⑤「D－GPS、GPS」の位置測定システム採用の経費は、諸経費調査データによる準備費と技術

　管理費の合計費用より10万から20万円ほど安い実績であることを考えると、測量以外の費用

　　（製作ヤードの準備・片づけ、製作ブロックの品質管理、工程管理等に係わる費用）を十分考慮

　することができ、沿整事業における現行の諸経費算定方法を満足し、十分に実態を反映した標準

　的な測立システムであると考えられる。
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2）浮魚礁製作・設置工事の実態調査

（1）浮魚礁の製作工事

　　浮魚礁の主要部分である浮体製作工数（14人／t）は、港湾基準である船舶（船底部）製作工数

　（20人／t）に比較的近い工数であったことから、ほぼ港湾基準値を準用することとして差し支えな

　いと考えられる。

　　船舶基準値との違いを見せた工種については、独自設定とする提案基準値を下記の表に示す。

　　　　　　　　　　　　　　実態　　　類似基準
　　　　　　　　　　　　位　　　　　　　　3の、舶　　　基　　　　　　　　　　　　　　　　考
　　間接製作費野醤靴一…藷…一・餅隆書…一…『磐…・一…郷繋舶離雷1

　　　　　　多鉄二一一…一交升一一一・掛一・一一β・一一路1糀惟罧先め舶（船舶鵬部を準用）．

　　　　　　手摺り　　　　　　人／亀　　　　9，1　　　、8　　　　　墜「船舶』を準用。

　　　　　　発泡　　　　　　　人／m3　　　0．1　　　2．2　　　0．1船舶と　用する　が　　ため　自。
　　　　　　輯極　　　　　　　　％　　　　　10＿．＿．．＿．12　　＿．．！2　船舶』を準用。

　　　　　Z～kミ轟蒸テン＿＿。＿。＿艶．．．＿．＿＿．．1∫ム豊　　12、．！0　　　　1ρ『船舶』を準用g
　　　　　　E区P　　　．．．、．＿。．．．、．．．．距．．．．＿．．．＿．＿．互q：：：：：：：：：：：：：．姫：：：：：：：：：：：：：：：麺『船舶』を準用。

　　　　　　スグ亨引ヲ…　　　　　％　　　　　70　　　　70　　　　70「船舶　　準用。
　　　　　　浮体玉鋼材1．＿．＿．．＿．．．艶．9．．＿．．．．＿．．．．般．．．．．．＿．．．．．．aα．＿．．．．＿，．．蟄　船舶』を準用。

　　　　　　淫亘∫E京m．＿．．．．．．．．．．．．．距＿＿．．．＿，＿．1旦．＿，＿．．，．，．．！旦＿．．．．．、．．．．．．！ρ「船舶』を準用。

　　　　　　マ年鳶　　　　．．．．．．．．．．．．艶＿．．．．．＿＿．．星q　　　　20　　　　20「船舶』を準用
　　　　　　ダ黙：…：：：：：：：：：：，…．．……無…．＿…．……．翫：：”””：：：：：：：’”””’”””9：：：猫船舶』に無い油独自（船舶船底部を準用）。

　　鋼材補動材料棒芋　　　　　　　　％　　　　　20　’”…　　ゴ6’”””’”…2jr船舶』を準用。

　　　　　　髭㊤弛．1ヱ鷹！孟黄≧λ＿．．．匝．．．＿．．＿．．9．．盆q＿．＿．．．．．．．．aα．．．．．＿．．．．．．鯉「船舶』を準用。

　　　　　　発萢”　　　　　　　％　　　　20．5　　　　10　　　　10「船舶を『用。
　　　　　　防食板　＿…壕＝1伽豆．二二二二二1讐1＝無船舶の防食板と大きさが違うため独自．
　　　　　　萌〕臣冴’『…”…’”　　人■k－　　　0．008　．　＿．．　　　　　　．「船舶』を準用。

　　　　　　ハッチ　　　　　　人－偶　　　　0．5　　　　0．3　　　　0．3r船舶』を準用。

　　　　　　無蘇姜量　　　　　人－台　　　　　　．．．．＿．．．．．　　　　　　　『船舶』を準用。

　　　　　　　　　　　　人／m　　　　O，13　0．090，20　0．09、0．20r船舶　　用。
　　　　　　　　　　　　．．．箆＿＿φ．＿．．．．焦．蔓．．．．．．．．．．．．、．．．蕊．．．．＿．．．．．．．．．9　　　』を準用。

　　　　　　　　　　　　鴨　　　5、3　　　3　　　3「船舶』を準用。

　　　　　　ハッチ　　　　　　％　　　　3　　　3　　　3『船舶』を準用。

　　　　　　琶薫溺定隷量　　％　　5、3．．．．．．、．．．．．3　　　3『船舶』を準用・

　　　　　　　．風池．．＿．．．．．．．．．．．．．．．艶．．．．．＿．＿，＿焦．蔓．．．＿＿、．．．．＿．．．＿、．．＿，＿忍『船舶』に無いため独自。

　　　　　　　池　　　　　％　　　53　　　3　　　3『船舶　　用

　　塗装エ数　とz皇”iZ温ヌ．．．．．．．．．．ム∠瓜．g、輿魚．卿2コgρρ瓢ρ迎順q£g鑑g、ρ藩『船舶』を準用。
　　　　　　皇＝身エ垂窪之．．．■．．．．．．．．．．．ム∠m．．．＿．．．．．“ρρ盤、＿．、．g’gΩ旦7．＿．．．．．Ω；“g銅「船舶』を準用．

　　　　　　　　　　　　人／m2　　　　　0．03　　　　　0．1　　　　　0．1『
　　塗鋤材料鞭魍一」一…・……菱一一…瀧一・一壱一・一薯r』を準畢。

（2）浮魚礁の運搬・設置工事

①積込、運搬準備

　浮体の積込機械は、浮体重量に関係なく160t吊トラッククレーンが標準機種と考えられた。しかし、

類似の工種である魚礁積込工では、魚礁重量により積込クレーンの吊規格を設定した取り扱いをしてい

る。

　浮魚礁重量の実態は、18．4t～61．7t程度で、大きさも7m～10mの幅を有する規格のものである。

この重量・大きさは鋼製魚礁と大きな違いはないことから、積算基準魚礁工の転置用クレーン規格を

採用する。重量と規格の組合せ及び代価表は以下の通りである。
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　　　　　　積込機械の組合せ

　　浮魚礁質量，　、積込機箪

　　浮魚礁積込・運搬準備（艤装）1基当たり代価表

　　　　　称　　　形　寸法　　・　　　　　　　　要
　　ラッ　レーン　ニ
　　はクローラクレーン　（）t吊　　日　　0．5　標準運転時間

　　と　　工　　　　　　　　　人　　　2
　　　　　工　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　通作業員　　　　　　　　〃　　　5

　　運搬準備（艤装）にクレーンを必要とする場合は、0．5日増やすことが出来る。

②浮体の運搬

工場から基地港までの浮体運搬距離は、133㎞～600㎞の実績、運搬速度も積算基準の回航速度

に近かった。運搬方式は、浮体重量や運搬距離との相関が見られず「運搬用引船1，500ps＋被運搬船

舶2，000t積台船」の組合せと「自力運搬船3m3ガット船」の2種類を設定した。運搬方式の組合せ

は、回航用引船規格と被回航船舶の組合せに近い実績であったことから、積算基準の回航・えい航を

準用し、浮体運搬工に関する部分を以下の通りとする。

　　　　　　　　　運搬船の組合せ

　　　　　　　　　　　ム　　’　　　式　　　　　　力運　　㌧
　　　　　　1　　　　　　　　　運　　用引　　　　　力働
　　　　　　　　2000t　ム　　1500s　I　　3m3ガット

　　　　　　　　　運搬用の航行速度

　　　　　　　　行区分　　一　離（片　）　　　行速
　台船運搬方式　えい航時　　　253未◎　　4ノツト　（7・4km／h）
　　　　　　　　　　　　　25浬以上　　　5ノット　（9．3km／h）
　自力運　 方写　独占　　　　　　　10ノット（18．5km／h

　　　片道25浬以上の場合：運搬費1式当たり代価表

　　　　　　　　形状寸法　　　・
　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　1
　口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　　”

　　片道25浬未満の場合；運搬費1式当たり代価表

　　　　　　　　形　　寸三　　位
　　　一　　　　　　　　　　　　式　　　　1

　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　1
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③浮体の荷卸し

　工場から運搬された浮体の荷卸し機械は、礒装や設置における機械を一貫して採用する実績もあり、

荷卸し機械の標準機種を設定できなかった。

　そこで、積込工と同様の作業形態であると考えられることから、魚礁工を参考に魚礁重量により陸

上クレーンの積込機種を以下の通り設定した。また、設置までの一貫した起重機船を採用する場合も

考慮した取り扱いを設定する。

　　　　荷卸し機械（陸上作業）

　浮魚礁質量　　　　　・卸し　　．
　　　　　　　トーッククレーン　　　　クロー　クレ7ン

　10～20t未満（油）40～45t　（機）50t吊
　20～30t〃　（〃）80〃　　（〃）80〃
　30～40t〃　　　（〃）100　　〃　　　（〃）100　　〃

　40～50t〃　　　（〃）160　　〃　　　（〃）150　　”

　50～70t〃　（”）160”　（”150〃

　　　　浮魚礁荷卸し1基当たり代価表

　　　　　　　　形　　寸法　　　・
　ラッ　レーン　こ
　はクローラクレーン　　（）t吊　　日　　　0．3　標準運転時間
　と　び　工　　　　　　　　　　人　　　0，5
　並通作　　　　　　　　　　　　〃　　　　1

　現場条件により陸上クレーン類を起重機船に置き換えることが出来る。

④浮魚礁の設置準備（艤装）

　設置準備は浮体と係留策の接続作業と係留策の接続・積込・準備・艤装であること、えい航や設

置時における機械編成でも「台船＋引船」と「起重機船＋引船」であったことから、「陸上ｸﾚｰﾝ＋台船

＋引船」と「起重機船等＋引船」の作業形態を標準機種として2種類を設定した。

　主作業の機種別吊り規格は、浮体総重量との相関が見られることや、積算基準の類似工種である魚

礁積込工における規格区分に近い傾向であったことから、魚礁工を準用し以下のとおり機械組合せを

設定した。

　しかし、引船作業にっいては、基地港内の被えい船舶移動が必要であると考えられないので、作業

機械組合せから除くこととした。

　　　　台船方式（設置準備）の機械編成

　　　　起重機船方式（設置準備）の機械編成
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　作業日数は、係留策重量との相関が見られたことから、近似曲線（y＝0.0182x＋2.8398）から重量区

　分と作業日数を算定した。

　　　　雛旨譲叢区分盗奪重量臓装日数　日合計日数
　　　　　　Y　　　　　　　X　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喰0．2
　　　　　　　3．5　　36．27473　36t未・　　　　　　　　　　　3　　　　　　　0．6　　　　　　　3．6

　　　　　　　4．5　　91．2197836～91”　　　　　　　　4　　　　　　0．8　　　　　　4．8

　　　　　　　5，5　　146．164891～146”　　　　　　　5　　　　　　1．0　　　　　　　6

　　　　　　　6，5　　201．1099

労務人数についても作業日数と同様に相関が見られたことから、近似曲線（y＝0.8227x-15．622）から

労務人数を算定した。

　　　饗欝攣灘　14　2　．α、　　合購
　X　　Y　　　　溶接工　殊作　通作業　溶工　殊作業　通作業　溶工　殊作粟　通業員
　　36　　13．9952　　　6．9976　0．999657　3．998629　1．999314　0．199931　0，799726　0．399863　　　　　　　1　　　　　　　5　　　　　　　2

　　91　　59．2437　36．61945　　5．23135　　20．9254　　10，4627　　1．04627　　4．18508　　2．09254　　　　　　　6　　　　　　25　　　　　　13

　　146　104．4922　81．86795　11．69542　46．78169　23，39084　2，339084　9，35633フ　4．678169　　　　　　14　　　　　　56　　　　　　28

　　　　　　　　機械作業日数・労務編成

　　係留　重　　　　・　除作巣日数　　溶接工　　　作業　　通作粟

　　36t’　3．6　　　36～91〃　　　　　　　　4．8　　　　　　　　　　　　　　6　　　　　　25　　　　　　13

　　91～146〃　　　　　　　　6　　　　　　　　　　　　　 14　　　　　　56　　　　　　28

　　　　　　　浮魚礁設置準備1基当たり代価表

　　　　名称　　　　形状寸法　　単位台船方式　　起重　　　式　　　摘　　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非
　　ラッ　レーン　ニ

　　クローラクレーン　　　（）t吊　　　　日　　　　　　　一　　　　一　　　　　　一

　　台、2000t　〃　 一一8H　　レーン・。　　二　　　　t吊
　　は非航起重機船　　D　　t吊　　〃　　　一　　　　　　　　一　　　6H／　8H

　　　　重船〃D　t吊　〃　一　　一　　　　　〃
　　　　　　　工　　　　　　　　　　人
　　　　　作業　　　　　　　　　　〃
　　　通　　　業員　　　　　　　　〃
　　雑　　　　　料

⑤浮魚礁のえい航（運搬）

　基地港から設置場所までのえい航距離は、34㎞～257㎞の実績で、えい航（運搬）速度は積算基

準の回航・えい航と同様で、距離による速度の差も見られた。

　浮体用引船規格は浮体重量との相関は見られず平均値で1，500psであった。作業用引船規格は、

　運搬距離や吊り規格との相関が見られなかったが、回航用引船規格より大型の引船規格を採用する傾

　向であった。被えい航船舶には、係留策が積み込まれていることから、回航・えい航の引船規格より

　も大型の規格を採用しなけれぱ同様の速度を上げることが出来ないと判断できるが、データ件数がま

　だ少ないこともあり、積算基準の回航・えい航を準用することとし、浮体のえい航は以下の通りとす

　る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一158一



　　　　　　　　　　　　　　運搬船の組合せ

　　　　　　　　航行速度

　航行区分　航行距離（片道）　　航行速度
　えい航時　　25浬未満　　4ノツト（7・4km／h）
　　　　　　　251以上　　5ノット　（9．3km／h）
　　独’』　　　　　　　　　　　　　　10ノット（18．5km／h）

　　　片道25浬以上の場合；運搬費1式当たり代価表

　　　名　　　　　形状寸法　　位　　　　量
　運　　一　　　　　　　　　　　　式　　　　1

　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　1
　口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　1

　　査　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　〃

　　　片道25浬未満の場合；運搬費1式当たり代価表

　　　名称　 形状寸法単位数量　　 要

　運　　一　　　　　　　　　　　　式　　　　1

　　　　　　　　　　　　　”　　　　　1

⑥浮魚礁の設置

　設置船団は「2000t積台船＋引船＋230ps安全監視船＋130ps交通船＋7tホイールクレーン」と「起重機

船等＋引船＋230ps安全監視船」で起重機船類については設置準備と同様に浮体重量により規格を以

下の通り設定する。また浮体用引船規格は、重量に関係なく1500ps型とする。

　なお、安全監視船は共通仮設費の安全管理費に計上する船舶で、交通船は共通仮設費の営繕費

率に含まれる船舶であることから、標準から削除する。

　浮魚礁の設置時間は浮体重量や係留策重量に関係なく、1基当たり1日作業である。

　しかし、労務人数は、係留策重量との相関が見られたことから、近似曲線（y＝02207x-2.7857）か

ら設置準備時の重量区分で作業人数を算定した。

　　　　　　重量区分　重量区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置労務編成

　　　　　設置の労務編成

　　係留策重　溶　工　　特殊作業　普通作業
　　36t未満　　　　0．4　　　1．5　　　0，7
　　36～91”　　　　　　　1．6　　　　　　6，4　　　　　　3．2

　　91～146”　　　　　　3．3　　　　　13．4　　　　　　6．7

　　　　　　　　　　　　　　　設置の作業船組合せ

　　浮鰭解起重船（非引口）（自航旋回）クレーン、トン’口引　　ムロ　彌
　　12．5卿22，0t以下　D100t　　　　　　　　　　D70t吊　　　　150t吊　　　D1，000s型　’
　　22．0酎31．Ot”　　　〃　　100　　〃　　　　　　　　　　　　　　　”　　100　　”

　　31．0－37．5t〃　”　120”　　鋼D1，000ps型”　120”　　　　　　　　　　　　　　　　　2000t積　　鋼D1，500ps型
　　37．5～50．Ot〃　　　〃　　150　　”　　　　　　　　　　　　　　　〃　　150　　〃

　　50．0僧70．Ot〃　　　　〃　　200　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　”　　200　　”
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　　　　　　　　　　　　　設置1基当たり代価表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量
　　　　　名　称　　　　形状寸法　　単位台船方式　　　重　　　　　　　摘　　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非航　　　自航
　　ホィールクレーン　　　7t　　　　　日　　　1　　　一　　　　一　　標準運一時間
　　ム　　　　　　　運一2000t積　　　　　”　　　　1　　　　　一　　　　　一　　　　　　　　8H

　　　l士顯超鮪D　l吊”　一　1　一　運6H／就8H
　　　引　　　　　”　　　D　　　s型　　〃　　　1　　　　1　　　　一　　　　　　〃
　　　　起重　　　”　D　　t吊　　〃　　　一　　　一　　　　1　　　　　”
　　　引　 船〃　 D1500s型”　　　　1　　　　　〃
　　　　　　　　工　　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　タダ
　　　　　　作　　　　　　　　　　　　　〃

　　230ps安全監視船は共通仮設費に1日計上する。

4．考察

　1）沈設位置測量経費の実態調査

　　　「D－GPS、GPS」の位置測定システム採用の経費は、沿整事業における現行の諸経費算定方法

　を満足し、十分に実態を反映した標準的な測位システムである。

　　　「RTK－GPS、電波測距儀」位置測定システムを発注条件により指定する場合には、積算する上

　で補正が必要である。

　　現行の諸経費算定方法より明らかに共通仮設費の準備費と技術管理費が高くなることが想定される

　　「RTK－GPS、電波測距儀」位置測定システムは、「D－GPS、GPS」位置測定システムより

　25万から30万円ほど高い実績であることを考えれば補正の方法として作業日数に機材損料金額を

　別途積算することが考えられる。

　2）浮魚礁製作・設置工事の実態調査

　　提案基準と現行の設計価格（工事原価）を比較し、提案歩掛りの評価を行った。

　　平成11年度に実施された収集事例は以下の3事例で、各事例ごとに提案と現設計の差額（増・減）

　に違いが見られる。合計での金額は、約9，000千円減と大きいものの、比率では2％程度の減額にとど

　まった。現行の設計価格は、予定価格であることから実際の入札価格はそれ以下であることが一般的で

　ある。そのことから提案基準が現行の入札価格に近い歩掛であるものと考えられる。

　　　　　　　　　静岡県設置慶価［二漂σ護9σ1要q’＝一頭三巫6ヌ頭三凱駆預可領二…豆＝⑱

　　　　　　　　　高知県設画原価、＿瓢’122，聖3… ．1轟11磁2鎚一コ，9 581．1質、二．li、i3

　　　　　　　　鹿児島県設置原価1』、ヌ夏5箆批019．．＝．氏銘蛋聖σ二』江53鉦硬豆i二工鍾

　　　　　　　　　合計　設置原匠．．二翼1奥6薫羽』…聖，β拓江璽　ニヨ、「339詳働1』1⑨．藪

　　　　　　　　　　　　　　計440，615，458449，594，783－8，979，3250．9菖
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